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要旨：柱に偏心した腰壁，垂壁が両側に付いた試験体 4体に対して，柱の帯筋間隔，柱際の

部分スリットの有無を変動因子として，大変形に至るまでの一定軸力下(軸力比 0.2)での繰

返し水平加力実験を行った。本論文では，昨年行った軸力比 0.1 の試験体 4体との比較も検

討し，耐力低下率，軸力保持性能など，実験結果を中心に記す。実験により，軸力比の相違，

部分スリットの有無により，変形性能や軸力保持能力の違いが明らかになった。 
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1. はじめに 

 一般の既存 RC 建築物で多く存在するにも拘

らず技術資料の少ない偏心二次壁付柱に着目し，

耐震診断・耐震補強設計への活用を目的として，

(高さ/幅)比の比較的小さい両側腰壁・垂れ壁付

短柱の大変形に至るまでの水平載荷実験を行っ

た。本報告では，帯筋比の違い，スリットの有

無，及び，昨年度報告された試験体 1)(軸力比 0.1)

との比較・検討をした。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

試験体一覧を表-1に，試験体詳細図を図-1に

示す。試験体はRC造集合住宅の1階外周架構にあ

る両側腰壁・垂れ壁付柱を想定し，大きさは実

大の約1/2.5として計画した。柱及び腰壁・垂れ

壁の配筋は，柱のせん断補強筋以外は共通であ

る。変動因子としてⅰ.帯筋比pw，ⅱ.部分スリッ

トの有無で，ⅰ.帯筋比(帯筋間隔xの相違)はⅠ期

(’70年以前)を想定したpw=0.10%(x=100mm)，Ⅱ

期(’71年~’80年)を想定したpw=0.26%(x=40mm)の

2種類，ⅱ.柱と壁際にスリット深さtd=25mmの部

分スリットを設置したものとしないものの2種

類とした。鉄筋とコンクリートの材料特性を表

-2に示す。 

2.2 加力方法 

加力装置は，図-2 に示すようにパンタグラフ

により上下スタブが拘束状態で水平方向の平行

移動を保持する建研式柱加力装置を用い，鉛直

アクチュエーター上部は加力フレームに対して

ローラー支持とした。上下スタブの相対水平変

位を測定し柱の材長で除した値を部材角 R とし

た。荷重履歴は，一定軸力下約 339.0kN(η=0.2)
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表-1 試験体一覧 

変動因子 

No. 試験体名 軸力比 

(η：σ0/σB)

帯筋間隔 

(pw：％) 

スリット 

幅(ts)×深さ(ｔｄ)

1 01C10EW－   

2 02C10EW1/2

100mm 

(0.1％) 15×25(mm) 

3 03C04EW－   

4 04C04EW1/2

η=0.2 

(σ0=5.89) 40mm 

（0.26％） 15×25(mm) 

5 01C10EW－   

6 02C10EW1/2

100mm 

(0.1％) 15×25(mm) 

7 04C04EW－   

8 05C04EW1/2

η=0.1 

(σ0=2.94) 40mm 

（0.26％） 15×25(mm) 

 【共通因子】柱断面：bc×Dc=240mm×240mm(bc：柱幅，Dc：柱せい) 
柱主筋比：pg=1.24%(10－D10)，柱引張鉄筋比：pt=0.49%(4－D10) 
壁厚：tw=50mm，二次壁付柱全長：L’w=1200mm 
柱の内法高さ：h0=360mm,h0/D=1.5 
腰壁高さ：HSW=400mm，たれ壁高さ：HhW=240mm 
二次壁縦横筋比：4φ@100シングル(縦筋,補強筋比：ps=0.26%) 
軸方向応力度σ0=N/(bc・Dc) N/mm2 
注)黒塗潰しは，文献 1)の比較試験体を示す。 
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において，水平アクチュエーターで多数回正負

繰返し水平静加力を行った。独立柱(h0=1000)の

曲げ終局強度の約 70%(約 80.0kN)を目安に正負

方向に 1 サイクル行ない，それ以降は変位制御

に切り替え，部材角 R=1/400～1/50では，繰返し

加力(各 3 サイクル)とし，R=1/33 以降は各 1 サ

イクルとし加力した。最終的には柱が鉛直方向

に 30mm 以上潰れるまで水平加力を続け，その

時点で強制終了するようにした。 

 

3. 実験結果 

 図-4に各試験体のせん断力(Q)-部材角(R)の関

係と水平加力終了後軸方向力を除荷した最終破

壊状況のひび割れ図を示す。ひび割れ図は上図

が北面(偏心側)，下図が南面(非偏心側)から観

測したものである。また，図-5 に代表的な試験

体 No.1，No.2 の主筋や帯筋の歪性状を示す。 

3.1 破壊経過 

1) せん断破壊した試験体(No.1，3) 

せん断破壊した No.1，3 では，初期段階で引

張側の二次壁に，南面の二次壁フェイス位置か

ら，上端また下端へと二次壁との境界面に引張

ひび割れが発生した。しかし，壁と柱は分離し

ていないため，圧縮側の二次壁によって，壁せ

ん断ひび割れが順に発生する。北面では，柱頭

柱脚で曲げひび割れが発生する。その後，両面

でほぼ同時にせん断ひび割れが発生し，最大耐

力に達した。最大耐力時には柱主筋の降伏は起

こらず，コンクリートのせん断破壊が先行して

いる。 

せん断ひび割れの発生と同時に帯筋が降伏し，

急激にせん断耐力が低下した。しかし、この時

点では軸方向の崩壊まで至らず，繰り返し載荷

中に，せん断ひび割れ部分の変形及び損傷が集

中し，急激に鉛直変位が縮み崩壊に至った。 

南面では，柱中央部の主筋の座屈，帯筋の破

断が見られた。北面では，垂れ壁のフェイス位

置での，主筋の座屈，帯筋のフックの外れが見

られた。北面と南面では，ひび割れの発生時の

部材角に差は無いものの，二次壁によりひび割

れ状況に顕著な違いが見られた。pw=0.26%では，

pw=0.10%より，コンクリートと主筋の拘束効果

の影響が強いため，柱圧潰が見られ限界時部材

角も大きいものとなった。 

表-2 材料特性 

コンクリート 圧縮強度 
σB (N/mm2) 

ヤング係数 
Ec (N/mm2) 

Fc21 28.4 2.61×104 

鉄筋 降伏強度 
σy (N/mm2) 

引張強度 
σt (N/mm2) 

降伏歪み 
εy (%) 

D10 390.4 549.0 0.20 
4φ 301.1 370.4 0.14 

  

試　験　体

反 力 梁

鉛 直 ア ク チ ュ ウ エ ー タ ー

パ ン タ グ ラ フ

水 平 ア ク チ ュ ウ エ ー タ ー

正加力  

負加力  

図-2 加力装置 
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図-3 荷重履歴 
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図-1 試験体詳細図 
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2) 曲げ降伏後せん断破壊した試験体(No.2，4) 

曲げ降伏後せん断破壊した No.2，4 では，初

期段階でスリット部分にひび割れが発生し，そ

の後，スリット部が圧潰をする。柱端部に曲げ

ひび割れ，曲げせん断ひび割れと順に発生し，

最大耐力に達した。最大耐力時に柱頭・柱脚の

主筋降伏が見られた。以後，緩やかに耐力低下

し，鉛直変位も除々に縮んだ。そして，曲げせ

ん断ひび割れ部分に変形及び損傷が集中し柱頭

で滑るようにして崩壊に至った。 

スリットを設けることで，二次壁と柱が分離

し，短柱としてのせん断破壊が回避され，変形

性能が改善されて靭性に富む挙動を示した。北

面と南面では，ひび割れ状況に差はなく，やや

南面ではコンクリートの剥落が多かった。また，

主筋の座屈，帯筋の破断・フックの外れが見ら

れた。pw=0.26%では，pw=0.10%よりもさらに耐

力低下，鉛直変位の増加は緩やかであった。 

3.3 耐力と変形性能 

軸力比 0.1 の試験体を含め，図-6 に耐力低下

率を，図-7 に正加力時の包絡線の比較を示す。

この図に示すように，実験から以下の事項が明
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No.3:03C04EW- (スリット無) 

Qmax=125.0kN 

Qmin=‐125.8kN
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No.2:02C10EWS1/2 (スリット有) 
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No.4:04C04EWS1/2 (スリット有)

Qmax=121.8kN 

Qmin=‐127.4kN

図-4 Q-δ曲線及び最終ひび割れ図 

pw=0.10% pw=0.10%

pw=0.26% pw=0.26%

 

1
0
0
0

4
0
0

3
6
0
2
4
0

R1 

R2 

R4 

R5 

pw=0.10% 

N1 

N2 

N3 

R 

加力方向 
負 正 

N1 

最大耐力時

軸力支持限界時

0

200

400

600

800

1000

-0.3 0 0.3

主筋ひずみ(%)

柱
脚
か
ら
の
高
さ
(m
m
)

-0.3 0 0.3

せん断補強筋
ひずみ(%)

0

0

0

0

0

0

-0.3 0 0.3

せん断補強筋
ひずみ(%)

0

0

0

0

0

0

-0.3 0 0.3

主筋ひずみ(%)

No.1(スリット無) No.2(スリット有) 

※ 図中の一点鎖線は，降伏歪みを示す。 

図-5 歪測定位置と歪性状 
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らかになった。 

1) 軸力比 0.2の場合，最大耐力に及ぼすスリッ

トの有無の影響は小さいが変形性能に大き

な違いが見られる。スリットが無い場合

(No.1，3)には，R=1/400～1/200で最大耐力と

なり pw=0.10%で最大耐力以降の繰返しによ

る耐力低下が大きく，R=1/200で約 20%以下

に低下し，pw=0.26%でも R=１/100で約 40%

以下に低下している。一方，スリットが有る

場合(No.2，4)にはその傾向が小さく，R=1/100

で最大耐力に達し，直後の R=1/67 では約

80%以上の耐力を保持している。 

2) 帯筋比の違いによる最大耐力への影響は小

さい。しかし，耐力低下後への影響は大きく，

pw=0.10%の No.1では R=1/200で約 20%以下

に低下していたが，pw=0.26%の No.3 では約

80%以上を維持している。また、スリット有

の pw=0.10%の No.02では R=1/67で崩壊に至

ったが，pw=0.26%では R=1/67以降も約 80%

以上を維持している。 

3) 軸力比の違いによる最大耐力への影響は，η

=0.1に対しη=0.2では，1.06～1.19倍となり

多少大きくなっている。また，ηが大きくな

ると最大耐力以降の耐力低下への影響は著

しい。しかし，スリット有の場合は，同様な

耐力低下の傾向が見られるものの，ηの大小

により，軸力支持限界時部材角に違いが見ら

れた。 

3.4 軸力支持能力 

柱の崩壊が生じた時点(鉛直変位が 30mm 以上

に達した直前)までに経験した最大変形角を軸

力支持限界時部材角 Ru，その時のせん断力を Qu

と定義し，図-8に Ru，Quの関係を示す。せん断

力は，絶対値で表している。また，図-9 に水平

変位(δh)-鉛直変位(δV)関係を示す。図中の丸

印は軸力支持限界を示す。これらの図から，以

下の事項が明らかになった。 

1) η=0.1 に対しη=0.2 で，Ruはスリット無で

1/2 程度になった。一方，スリット有の柱で

は，Ruは，η=0.1 に対しη=0.2 では 0.75～

0.8 倍となり，スリット無の場合に比べ軸力

比による影響が小さくなる。 
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2) η=0.1 とη=0.2 ともにスリットを設けるこ

とで，Ruは，スリット無に比べ 2～4倍程度

となった。また，η=0.2の方が改善の割合が

大きい。 

3) η=0.1では，軸方向崩壊は新たに経験する大

きな変形下で生じることが多かったが，η

=0.2 では既に経験ずみの変形下での繰返し

載荷中に生じる場合が多い。軸力が大きいた

めに，繰り返し加力の中でのコンクリート破

壊が進行するためと考えられる。 

3.5 エネルギー吸収性能 

図-10に各試験体の繰返し載荷時の履歴ルー

プの面積の総和(⊿W)を示す。軸力支持限界ま

での履歴ループの面積を単純に比較すると以

下の事項が明らかになった。 

1) 帯筋比の違いによる差異が顕著に見られ，

Ⅱ期(pw=0.26%)の柱の⊿Wの平均値はⅠ期

(pw=0.10%)の柱に対して約 2.47 倍であり，

Ⅱ期の柱の靭性能が高いことが分かる。 

2) 部分スリットを設けることで，エネルギー

吸収量は確実に増加し，η=0.2では，No.1

に対してNo.2は4.48倍，No.3に対してNo.4

は 6.15 倍となった。部分スリットを設けた

場合，η=0.1に比べ，η=0.2の方が，エネル

ギー吸収量の増加割合が大きい。 

3) η=0.1に対しη=0.2で，スリット無では，0.5

倍程度となった。スリット有では，pw=0.10%

で 0.67倍，pw=0.26%で 1.04倍となった。 

3.6 計算値との比較検討 

表－3に終局強度の実験値と計算値の比較，目

地強度式との比較を示す。終局強度は，耐力決

定要因により，スリット無の場合，せん断終局

強度を，スリット有の場合，曲げ終局強度とし

た。また，腰壁・垂れ壁が取り付いた柱の曲げ

やせん断強度は，柱の有効な内法高さ h0e（柱の

曲げ降伏長（可撓み長さ））の設定により評価で

きると思われるため，柱の有効な内法高さ h0eと

して種々の値を考えた。これらの表から以下の

事が明らかになった。 

1) スリット無試験体は，剛域を考えると偏心の

影響による捩り応力によるせん断耐力低下

率を考慮したⅲ:h0e=520mm のときが，実験値

と計算値が概ね一致している。計算値から推

測される破壊モードと実験結果も同様であ

る。 

2) スリット有試験体は，ⅳ:h0e=680mm で 0.70

～0.80，ⅴ:h0e=1000mm で 1.04～1.17 となっ

ており，部分スリットを設けることで，独立

柱に近い挙動をしている。 

3) 目地強度式は，両式ともに実験値と概ね一致

している。平石式では，柱の耐力が目地強度

を上回るとしているため，計算値の方が小さ

くなっている。また，塩屋式では，柱頭・柱

脚の曲げ降伏と目地部の破壊以外の破壊が

生じない場合の最大荷重の計算値としてお

り実験値と近い値を示している。 

 

4. まとめ 

柱の軸力比，帯筋比，部分スリットの有無等
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の影響について実験的検討した結果，以下の事

が明らかになった。 

1) スリット無の場合，短柱となり脆性的なせん

断破壊となり，特に軸力比が大きく，また帯

筋比が小さい場合には急激な耐力低下をし

た。スリット有の場合，部分スリットの破壊

が先行し，変形性能が大幅に改善された。 

2) 構造スリットを設けることで，軸力比に関係

なく水平力に対する靭性が改善されるのに

加え，軸力支持能力も大幅に改善された。 

3) 既往の評価式により実験値と計算値の比較

をした結果，h0e の設定により概ね正しく評

価できる。また，目地強度は，実験値と概ね

一致していた。 
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表-3 実験値と計算値の比較 

終局強度計算値※1 

曲げ cQmu (kN) せん断 cQsu (kN) 
目地強度式 

ⅰ ⅱ※2 ⅲ※3 ⅳ※4 ⅴ ⅰ ⅱ※2 ⅲ※3 ⅳ※4 ⅴ 平石式※6 塩屋式※7
 

No. 
tQm 

(kN) 
Rm 

実／計 実／計 実／計 実／計 実／計 実／計 実／計 実／計 実／計 実／計 実／計 実／計

1 128.8 3.47 0.39  0.57  1.10 0.60
(0.95)  0.77

(1.17)  1.14 
(1.67)   

2 127.1 9.96 0.39 0.53 0.56 0.74 1.08 0.60 0.73 0.76 0.90 1.13 1.15 0.97 

3 123.6 4.61 0.38  0.55  1.05 0.55
(0.82)  0.69

(1.01)  0.99 
(1.42)   

4 121.7 9.83 0.37 0.50 0.54 0.70 1.04 0.54 0.65 0.68 0.79 0.97 1.10 0.93 

5 120.9 3.94 0.47  0.68  1.31 0.63
(0.95)  0.81

(1.18)  1.26 
(1.73)   

6 106.6 4.97 0.42 0.56 0.60 0.79 1.16 0.55 0.69 0.72 0.86 1.11 1.03 1.01 

7 116.7 4.44 0.46  0.66  1.27 0.57
(0.83)  0.73

(1.03)  1.08 
(1.48)   

8 107.9 5.45 0.42 0.57 0.61 0.80 1.17 0.53 0.64 0.67 0.80 1.00 1.04 1.02 

注) 実：実験値(正加力時)，実/計：実験値÷計算値(計算値と式中の記号の詳細はそれぞれの文献を参照) 
 tQm：最大耐力実験値，Rm：最大耐力時部材角 
 ⅰ～ⅴは，内法高さを示す。(ⅰ=360mm，ⅱ=487mm，ⅲ=520mm，ⅳ=680mm，ⅴ=1000mm) 
 せん断終局強度 cQsuの(  )内の値は，捩りを考慮したせん断終局強度 cQst

※5を示す。 
※1 終局強度 
 ・曲げ終局強度(cQmu)： 
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※2 文献 3)によりⅲ:h0eを以下により求める場合 
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※3 文献 3)により，腰壁・垂れ壁端から柱せいの 1/3の長さを h0に加えて，ⅰ:h0e=h0+2×Dc/3とする。 
※4 壁に対する部分スリットの深さを腰壁・垂れ壁の高さに対する有効内法高さの比として読み替えて 

 部分スリットの切り込む深さ td=1/2twの時，ⅱh0e=h0+hsw/2+hhw/2とする。(hsw：腰壁の高さ，hhw：垂れ壁の高さ) 
※5 文献 2)により，柱に梁が偏心接合した場合の捩り応力のせん断耐力低下率βctは， 
 (1)式を発展させて柱に腰壁・垂れ壁が偏心接合した場合のせん断耐力低下率βctは， 
 
    (1)式    (2)式 
 
 (2)式を用いて，捩りを考慮した腰壁・垂れ壁付柱のせん断耐力 Qctは， 
※6 文献 4)により，目地強度式

cs Fht0.65C ⋅⋅⋅=  

※7 文献 5)により，目地強度式 ( )
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(1)式，(2)式のうち，大きい値とする。 
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ku：断面寸法による補正係数 
kp：引張鉄筋比による補正係数 (=0.82pt

0.23) 
d：引張鉄筋の中心から圧縮縁までの距離，j=7d/8 
pw：せん断補強筋比，bc：柱幅(mm)，Dc：柱せい(mm)
σwy：せん断補強筋の降伏強度(N/mm2) 
σB：コンクリート圧縮強度(N/mm2)，M/Q=h0e/2 
N：軸力(N)，g：柱主筋重心間距離(mm) 
pt：柱の引張鉄筋比(%) 
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